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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期

第２四半期累計期間
第122期

第２四半期累計期間
第121期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 5,030,145 6,820,702 12,635,415

経常利益又は経常損失(△) (千円) △174,010 105,074 118,873

四半期(当期)純利益 (千円) 410,803 113,062 1,069,607

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △263 110 701

資本金 (千円) 2,215,000 2,215,000 2,215,000

発行済株式総数 (株) 28,000,000 2,800,000 2,800,000

純資産額 (千円) 4,733,730 5,431,695 5,390,344

総資産額 (千円) 16,138,819 15,098,213 16,792,451

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 146.95 40.45 382.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 30.00

自己資本比率 (％) 29.3 36.0 32.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 328,514 △726,055 2,068,645

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,682,249 △33,552 △2,049,152

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,888,949 589,990 561,373

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,532,341 3,406,074 3,575,681
 

 

回次
第121期

第２四半期会計期間
第122期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 113.84 58.31
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３　当社は、四半期連結財務諸表を作成していないので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

４　平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を行っております。前事業年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。

５　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前事業年度に係る主要な経営指標については、当該会計基準等を

遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前事業

年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、原材料価格の上昇や、相次ぐ自然災害の影響から、企業の業況改

善は足踏みの様相を示しているものの、設備投資への意欲は堅調な状況にあります。先行きは、米国の保護主義的

な通商政策、特に中国との貿易摩擦や、原材料価格の上昇懸念から、不透明感が払拭されず、景気は横ばい、もし

くは、押し下げられる恐れもある状況にあります。

一方、当社と関連性が高いわが国海運・造船業界において、海運市況は、ドライバルク等の一部船種で傭船料に

回復傾向が見られるものの、世界的な船腹過剰の解消が遅れており、本格的な回復には今少し時間を要する状況に

あります。また、新造船市場は、同様に世界的な船腹供給過剰が解消されず、船価の回復は難しいものの、昨年に

比べ受注は回復傾向にあり、加えて、新たに強化されている環境規制に適応する船の商談が活発化する兆しが見ら

れる状況にあります。

このような状況下にあって、当第２四半期累計期間の売上高の内訳は、主力製品である舶用内燃機関が販売台数

増加により34億１千７百万円と前年同四半期と比べ13億４千８百万円(65.2％)の増収、修理・部品等は34億３百万

円と前年同四半期と比べ４億４千２百万円(14.9％)の増収、全体としては68億２千万円と前年同四半期と比べ17億

９千万円(35.6％)の増収となりました。

損益面では、主機関におきましては造船市況は引き続き厳しい状況が続いており、販売価格の改善は進んでいな

いものの、統合によるシナジー効果の刈り取りでコスト低減効果が出てきていること及び修理・部品等の売上は前

年同期を上回ったことなどから損益が改善し、営業利益は１億３千９百万円(前年同四半期は１億３千１百万円の

損失)、経常利益は１億５百万円(前年同四半期は１億７千４百万円の損失)となりました。また、前年同四半期に

特別利益に負ののれん発生益(５億７千４百万円)を計上していたことから、四半期純利益は前年同四半期と比べ２

億９千７百万円(72.5％)減少し、１億１千３百万円となりました。

　

流動資産は、前事業年度末に比べ11.5％減少し、117億５千７百万円となりました。これは、主として売上債権

が６億６千４百万円、棚卸資産が７億４百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ4.6%減少し、33億４千１百万円となりました。これは、主として有形固定資産

が１億４千９百万円減少したことなどによるものであります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ10.1％減少し、150億９千８百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べ17.1％減少し、69億９千６百万円となりました。これは、主として仕入債務が

12億９千万円、その他流動負債に含まれる前受金が９億５千５百万円それぞれ減少し、借入金が８億９千９百万円

増加したことなどによるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べ9.9％減少し、26億６千９百万円となりました。これは主として長期借入金が

３億１千３百万円減少したことなどによるものであります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ15.2％減少し、96億６千６百万円となりました。

純資産合計は、前事業年度末に比べ0.8％増加し、54億３千１百万円となりました。これは、主として配当金の

支払い及び四半期純利益の計上により利益剰余金が２千９百万円増加したことなどによるものであります。
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(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ１億６

千９百万円減少し、34億６百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

たな卸資産の減少による収入７億４百万円、仕入債務の減少による支出12億９千万円等があり、営業活動

によるキャッシュ・フローは６億７千万円の支出（前年同期は３億２千８百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出２千５百万円、無形固定資産の取得による支出５千１百万円等により、投

資活動によるキャッシュ・フローは７千７百万円（前年同期は16億８千２百万円）の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入れによる収入10億円、長期借入金の返済による支出４億１千３百万円等があり、財務活動による

キャッシュ・フローは５億７千７百万円（前年同期は18億８千８百万円）の収入となりました。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

 当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における当社の研究開発費の総額は、１億９千９百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,800,000 2,800,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 2,800,000 2,800,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年７月１日～
平成30年９月30日

― 2,800,000 ― 2,215,000 ― 1,709,750
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16番５号 414 14.83

株式会社名村造船所 大阪市西区立売堀２丁目１番９号 280 10.02

株式会社シーケービー 東京都渋谷区渋谷２丁目10番６号 159 5.69

株式会社カナックス 東京都千代田区丸の内１丁目７番12号 145 5.21

株式会社新来島どっく 東京都千代田区丸の内１丁目７番12号 124 4.45

株式会社商船三井 東京都港区虎ノ門２丁目１番１号 99 3.56

浜口　誠昭 福岡市中央区 76 2.74

株式会社赤阪鐵工所 東京都千代田区有楽町１丁目７番１号 75 2.68

株式会社山田クラブ21 東京都渋谷区渋谷２丁目10番６号 71 2.57

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 50 1.79

計 ― 1,496 53.54
 

.　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 4,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,789,300
 

27,893 ―

単元未満株式 普通株式 6,100
 

― ―

発行済株式総数 2,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,893 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が70株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
兵庫県明石市二見町南二見
１番地

4,600 ― 4,600 0.16株式会社ジャパンエンジン
コーポレーション

計 ― 4,600 ― 4,600 0.16
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成30年７月１日から平成30年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,575,681 3,406,074

  受取手形及び売掛金 ※１  4,251,273 ※１  3,972,838

  電子記録債権 ※１  826,777 ※１  440,228

  製品 791,260 -

  仕掛品 1,666,200 1,481,277

  原材料及び貯蔵品 2,161,938 2,434,009

  その他 35,663 37,220

  貸倒引当金 △16,700 △14,500

  流動資産合計 13,292,095 11,757,148

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,585,969 1,544,262

   その他（純額） 1,426,238 1,318,817

   有形固定資産合計 3,012,208 2,863,080

  無形固定資産 280,568 258,311

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 238,482 249,074

   貸倒引当金 △30,902 △29,402

   投資その他の資産合計 207,579 219,672

  固定資産合計 3,500,356 3,341,064

 資産合計 16,792,451 15,098,213

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※１  4,242,468 ※１  1,045,931

  電子記録債務 190,430 ※１  2,096,504

  短期借入金 - 1,000,000

  1年内返済予定の長期借入金 715,800 615,200

  未払法人税等 86,099 59,461

  受注損失引当金 472,000 466,000

  その他の引当金 163,029 168,425

  その他 2,570,725 1,545,422

  流動負債合計 8,440,553 6,996,944

 固定負債   

  長期借入金 1,858,800 1,545,500

  退職給付引当金 186,564 196,449

  その他の引当金 34,558 37,889

  資産除去債務 50,901 51,054

  その他 830,729 838,678

  固定負債合計 2,961,553 2,669,572

 負債合計 11,402,106 9,666,517
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,215,000 2,215,000

  資本剰余金 1,709,750 1,709,750

  利益剰余金 1,421,648 1,450,850

  自己株式 △7,770 △7,793

  株主資本合計 5,338,628 5,367,807

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 51,921 63,888

  繰延ヘッジ損益 △205 -

  評価・換算差額等合計 51,715 63,888

 純資産合計 5,390,344 5,431,695

負債純資産合計 16,792,451 15,098,213
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 5,030,145 6,820,702

売上原価 4,087,995 5,657,298

売上総利益 942,150 1,163,403

販売費及び一般管理費 ※１  1,073,669 ※１  1,023,788

営業利益又は営業損失（△） △131,519 139,615

営業外収益   

 受取利息 31 46

 受取配当金 1,845 3,181

 受取家賃 2,844 468

 雑収入 2,489 1,103

 営業外収益合計 7,211 4,799

営業外費用   

 支払利息 16,126 15,738

 支払手数料 30,550 16,551

 雑損失 3,025 7,049

 営業外費用合計 49,702 39,340

経常利益又は経常損失（△） △174,010 105,074

特別利益   

 固定資産売却益 575 -

 負ののれん発生益 574,580 -

 特別利益合計 575,156 -

特別損失   

 固定資産売却損 38,961 -

 固定資産除却損 1,293 -

 その他 4,441 -

 特別損失合計 44,696 -

税引前四半期純利益 356,448 105,074

法人税、住民税及び事業税 37,800 44,930

法人税等調整額 △92,154 △52,918

法人税等合計 △54,354 △7,988

四半期純利益 410,803 113,062
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 356,448 105,074

 減価償却費 185,855 210,587

 引当金の増減額（△は減少） 303,544 8,912

 受取利息及び受取配当金 △1,877 △3,227

 支払利息 16,126 15,738

 負ののれん発生益 △574,580 -

 固定資産除却損 1,293 -

 固定資産売却損益（△は益） 38,385 -

 売上債権の増減額（△は増加） 700,937 △290,724

 たな卸資産の増減額（△は増加） △447,708 704,111

 仕入債務の増減額（△は減少） 353,519 △1,290,463

 未払消費税等の増減額（△は減少） 41,181 70,814

 その他 △625,441 △132,555

 小計 347,685 △601,731

 利息及び配当金の受取額 1,877 3,227

 利息の支払額 △16,472 △16,222

 法人税等の支払額 △4,576 △55,429

 営業活動によるキャッシュ・フロー 328,514 △670,156

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △195,254 △25,701

 有形固定資産の売却による収入 4,904 -

 無形固定資産の取得による支出 △85,725 △51,241

 長期前払費用の取得による支出 △2,635 -

 投資有価証券の取得による支出 △247 △336

 事業譲受による支出 △1,400,000 -

 その他 △3,291 △158

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,682,249 △77,437

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,000,000 1,000,000

 長期借入れによる収入 1,500,000 -

 長期借入金の返済による支出 △514,900 △413,900

 リース債務の返済による支出 △40,993 △75,913

 セール・アンド・リースバックによる収入 - 151,000

 自己株式の取得による支出 △27 △23

 配当金の支払額 △55,128 △83,186

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,888,949 577,976

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 535,214 △169,617

現金及び現金同等物の期首残高 2,997,126 3,575,681

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  3,532,341 ※１  3,406,074
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 
(会計方針の変更等)

(たな卸資産の評価方法)

当社は、原材料の評価方法について、従来、主に移動平均法、一部について先入先出法によっておりました

が、第１四半期会計期間から移動平均法に変更しております。

　この評価方法の変更は、新基幹システムの導入を契機に期間損益計算をより適正に行うことを目的として行っ

たものであります。

　なお、当該会計方針の変更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 
(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

 
(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処

理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形及び電子記

録債権が、四半期会計期間末残高に含まれております。

 

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形 30,113千円 140,305千円

電子記録債権 49,500 18,107

支払手形 210,243 48,808

電子記録債務 ― 59,389
 

 
(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

報酬・給料手当 181,581千円 191,677千円

賞与引当金繰入額 15,983 19,645 

減価償却費 27,837 41,212 

役員退職慰労引当金繰入額 3,509 4,331 

退職給付費用 4,553 4,168 

研究開発費 240,012 199,106 

貸倒引当金繰入額 12,900 △3,700 
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 3,532,341千円 3,406,074千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 3,532,341千円 3,406,074千円
 

　

 
(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 55,910 ２ 平成29年３月31日 平成29年６月30日

 

(注)　１　１株当たり配当額２円は、新会社発足記念配当であります。

２　平成29年10月１日で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。上記１株当たり配当額

につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 
２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。

　

 
当第２四半期累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日)

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 83,860 30 平成30年３月31日 平成30年６月29日

 

 
２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　　　該当事項はありません。
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(持分法損益等)

 

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 870千円 870千円

持分法を適用した場合の投資の金額 10,295 10,405
 

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
 (自 平成30年４月１日
 至 平成30年９月30日)

持分法を適用した場合の投資利益又は投

資損失(△)の金額
△263千円 110千円

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は、舶用内燃機関及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 146円95銭 40円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(千円) 410,803 113,062

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 410,803 113,062

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,795 2,795
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を行っております。前事業年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
 

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月７日

株式会社ジャパンエンジンコーポレーション

取締役会  御中

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　　藤 　眞　　治 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鎌　　田 　修　　誠 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャパ

ンエンジンコーポレーションの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第122期事業年度の第２四半期会計期間

(平成30年７月１日から平成30年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャパンエンジンコーポレーションの平成30年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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